
 

 

 

心肺機能停止傷病者の救命率等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省消防庁救急企画室 

1 
 

 



2 
 

 
はじめに 

 

 「ウツタイン様式」とは、心肺機能停止症例をその原因別（心臓に原因があるも

のかそれ以外か）に分類するとともに、心肺停止時点の目撃の有無、バイスタンダ

ー(その場に居合わせた人)や救急隊員による心肺蘇生の有無やその開始時期、初期

心電図の波形や除細動の有無などに応じて傷病者の経過を詳細に記録することに

より、地域間・国際間での蘇生率等の統計比較を可能とする調査統計様式であり、

1990 年にノルウェーの「ウツタイン修道院」で開催された国際蘇生会議において

提唱されたものである。 

 消防庁では、平成 17 年 1 月より、救急救命処置等による救命効果の客観的・医

学的な把握や評価、地域間・国際間の比較・検証をより正確に行うため、消防庁救

急調査オンライン処理システムにて収集を実施している。平成 18 年９月には、平

成17年(2005年)中のデータを基に様々な条件下での救急救命処置の生存率への効

果の分析を行い、暫定的な結果を試行解析例としてとりまとめ、また、平成 19 年

９月には、平成 17 年(2005 年)中のデータ及び平成 18 年(2006 年)中の速報データ

を基に、結果をとりまとめたところである。 

しかしながら、平成 19 年度に発足した「ウツタイン統計活用検討会」において、

データのクリーニング方法や公表のあり方について、さらに検討を進めるべきであ

るとの指摘がなされ、消防庁としては、平成 20 年度に「救急統計活用検討会ウツ

タイン統計作業部会」を設置し、引き続き検討を実施している。 

平成 20 年度の検討の中で、より質の高いウツタイン統計データを確保するため

に、データのクリーニングについての基本方針が示されたことを受け、消防庁とし

ては、平成 17 年(2005 年)からの全てのウツタインデータを改めて見直し、全ての

ウツタイン統計データの再集計を行った。さらに、救急救命士が行う救急救命処置

の効果等について、データに基づくより適切な客観的評価を行っていくために、1

か月後の生存率だけではなく、新たに、社会復帰率等を集計し、その結果について、

取りまとめたものである。 
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１か月後生存率及び１か月後社会復帰率 
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10.別紙4-2 心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された

月後生存率及び１か月後社会復帰率及び心原性でかつ心肺機能

停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち、初期心電

図波形がVF及び無脈性VTであった症例の救急隊員による心肺蘇

生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

(３か年集計) 

 

   症例のうち、救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後
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による除細動が行われた場合の１か月後

生存率及び１か月後社会復帰率 

場合の１か月後生存率及び１

月後社会復帰率 

16.別紙7-1 心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された 
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救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１

 

症例のうち、一般市民

 

14.別紙6-1 心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された 

症例のうち、初期心電図波形がVF及び無脈性VTであった症例の

一般市民による除細動が行われた

か

 

15.別紙7   心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された 

症例の1か月後生存率及び1か月後社会復帰率（３か年集計、都

道府県別）  

 

症例のうち、初期心電図波形がVF及び無脈性VTであった症例の1

 

が
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一章  用語の定義及び収集方法について 

 ウツタイン様式とは

第

 

1.  

 

「ウツタイン様式」とは、心肺機能停止症例について地域間・国際間での蘇生率

の統計比較を可能とするために、その原因別（心臓に原因があるものかそれ以外

）の分類、心肺機能停止時点の目撃の有無、バイスタンダー(その場に居合わせ

開始時期、除細動の有無などに応じ

傷病者の経過の記録に関するガイドライン。1990 年にノルウェーの「ウツタイ

際蘇生会議において提唱されたことからこのように呼ば

る。 

等

か

た人)や救急隊員による心肺蘇生の有無やその

た

ン修道院」で開催された国

れ

救急搬送の対象となった心肺機能停止症例について、海外では、都市や地域単位、

病院単位で導入した例はあるものの、国単位で情報収集するのはわが国が初めてで

ある。 

 

 

2. 各用語の定義について 

 

●心肺機能停止 

脈拍が触知出来ない、反応が無い（意識が無い）、無呼吸あるいはあえぎ呼吸（死

戦期呼吸）で、確認される心臓機能の機械的な活動の停止をいう。  

ＶＦ、ＶＴ（脈なし）症例

 

●  

lar Fibrillation） 

ＶＴ（脈なし）：無脈性心室頻拍（Pulseless Ventricular Tachycardia） 

●

 ＶＦ：心室細動（Ventricu

 

 

ＡＥＤ 

 ＡＥＤ：自動体外式除細動器（Automated External Defibrillator） 

  小型の機器で、傷病者の胸に貼ったパッドから自動的に心臓の状態を判断し、

拍の不整脈があったと判断された場合は、電気ショもし心室細動や無脈性心室頻

ックを心臓に与える機能を持っている。 
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一般市民による応急手当●  

、人工呼吸等の心肺蘇生法及びＡＥＤによる除細動の実施をいう。  

市民による

 

●

胸骨圧迫

※胸骨圧迫、人工呼吸、除細動のいずれかが実施された場合に「一般

応急手当あり」としている。 

一般市民による目撃 

 心肺機能停止の瞬間を目撃、または音を聞いた人のことをいう。 

た」に該当する例は、次のとおりである。 

の通報で、救急隊（救急隊と連携して出場した

消防隊も含む、以下同じ。）到着時には心肺機能停止状態であった場合。 

者が生存を確認できたが、救急隊到着時には心肺機能停止

 

「目撃、または音を聞い

• 家族の目前で「倒れた」、「ぐったりした」等、また、物音を聞いてすぐ

に駆けつけたところ倒れていた場合。 

• 交通事故等の目撃者から

• 通報時、通報

状態であった場合。 

●除細動実施症例 

ＡＥＤ又は除細動器において、除細動が必要と判断され、実施したもの。  

●除

 

細動未実施症例 

ＡＥＤ又は除細動器において、除細動が必要でないと判断されたもの、又は、Ａ

を装着していないもの。  ＥＤ

 

●救急隊等 

救急隊もしくは救急隊と連携して出場した消防隊をいう。  

 

●初期心電図波形 

救急隊等が傷病者に接触し、最初に確認した心電図波形をいう。 

※救急隊到着前に、一般市民により除細動が行われ、傷病者の心拍が再開した症

例については、心電図波形上、VF、VT(脈なし)が救急隊によって確認されない

期心電図波形が、VF、VT(脈なし)」には含まれない。 

 

ため、「初

 



●社会復帰者 

脳機能カテゴリー(ＣＰＣ)、全身機能カテゴリー(ＯＰＣ)が共に１又は２であっ

た

●

ものをいう。 

 

ＣＰＣ、ＯＰＣ 

 ラスゴー・ピッツバーグ脳機能・全身機能カテゴリー（The Glasgow‐

Pittsburg Outcome Categories）は、心肺蘇生が成功した傷病者のその後の生活

Quality of Life）を評価するために広く用いられている分類法

で

 機能カテゴリー （ＣＰＣ：Cerebral Performance Categories）

グ

の質（ＱＯＬ：

あり、その項目は、以下のとおりである。 

 

脳  

を評価する分類法をいう。 脳に関する機能

 全身機能カテゴリー（０ＰＣ：Overall Performance Categories） 

脳および脳以外の状態も類別し、身体全体としての機能を評価する分類法をい

う。 
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●脳機能カテゴリー（ＣＰＣ）
(１) ＣＰＣ１：機能良好

意識は清明、普通の生活ができ、労働が可能である。障害があるが軽度の構音障害、脳神経障害、不完全麻痺などの軽い神経障

意識あり。保護された状況でパートタイムの仕事ができ、介助なしに着替え、旅行、炊事などの日常生活ができる。片麻痺、痙攣失
調

(３) Ｃ
力障害や痴呆、Looked-

(４)

(５ ：死亡、若しくは脳死

●全身機能カテゴリー（ＯＰＣ）

害あるいは精神障害まで。
(２) ＣＰＣ２：中等度障害

、構音障害、嚥下障害、記銘力障害、精神障害など。
ＰＣ３：高度障害

意識あり。脳の障害により、日常生活に介助を必要とする。少なくとも認識力は低下している。高度な記銘
in症候群のように目でのみ意思表示ができるなど。

ＣＰＣ４：昏睡
昏睡、植物状態。意識レベルは低下、認識力欠如、周囲との会話や精神的交流も欠如。

) ＣＰＣ５

(１) ＯＰＣ１：機能良好
健康で意識清明。正常な生活を営む。CPC１であるとともに脳以外の原因による軽度の障害。

(２) ＯＰＣ２：中等度障害
意識あり。CPC２の状態。あるいは脳以外の原因による中等度の障害、若しくは両者の合併。介助なしに着替え、旅行、炊事などの
日常生活ができる。保護された状況でパートタイムの仕事ができるが厳しい仕事はできない。

(３) ＯＰＣ３：高度障害
意識あり。CPC３の状態。あるいは脳以外の原因による高度の障害、若しくは両者の合併。日常生活に介助が必要。

(４) ＯＰＣ４：昏睡

ＣＰＣ４に同じ。
(５) ＯＰＣ５：死亡、もしくは脳死

ＣＰＣ５に同じ。
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3. 収集方法、データクリーニング基本方針について 

●収集方法 

全国の消防本部が、「ウツタイン様式オンライン入力要領」に従ってデータを収

集し、収集したデータを次のいずれかの方法により消防庁システムへ登録する。 

ア)消防庁オンラインシステムの登録画面にデータを直接入力し、そのデータを登

録する。 

イ)国が提供している「救急調査オフライン処理システム」の登録画面にデータを

入力し、そのデータを消防庁オンラインシステムに登録する。 

ウ)消防本部が独自に保有する統計システムを用いてデータを入力し、消防庁オン

ラインシステムに整合するようにデータ変換したものを登録する。 

 

収集項目 

 

 

 

 

 

 

 

 事例Ｎｏ             発生年月日     年  月  日    性別  □男 □女   年齢        

救急救命士乗車 □あり □なし   医師の乗車 □あり □なし   医師の２次救命処置 □あり □なし 

１．心停止の目撃  

  □ 目撃、または音を聞いた      時   分 

□家族  □その他のバイスタンダー（□友人 □同僚 □通行人 □その他） 

□消防隊  □救急隊（□救急救命士隊）  

  □ 既に心肺機能停止（発見時） 

２．バイスタンダーＣＰＲ  □あり （□心臓マッサージ □人工呼吸 □市民等による除細動） □なし     

  バイスタンダーＣＰＲまたは市民等による除細動開始時刻     時   分

 

 

 

 

   □確定 □推定 □不明 

  □口頭指導あり 

動）     □Pulseless VT（無脈性心室頻拍）     □ＰＥＡ（無脈性電気的活動）  

４

３．初期心電図波形 

□ＶＦ（心室細

□心静止           □その他（          ） 

．救急救命処置等の内容 

 □除細動（□二相性 □単相性）     初回除細動実施時刻     時   分 施行回数        回 

 

 

   □消防職員 □その他 

□静脈路確保  

 

 

 

                        実施者 □救急救命士 □救急隊員 

□気道確保   □特定行為器具使用（ □ＬＭ  □食道閉鎖式エアウェイ  □気管内チューブ ）  

薬剤投与     初回投与時刻     時   分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□  投与回数        回 

５．時間経過   

覚知   時   分 現着   時   分  接触   時   分 ＣＰＲ開始   時   分 病院収容   時   分 

６．心停止の推定原因 

□

□非心原性：□脳血管障害 □呼吸器系疾患 □悪性腫瘍 □外因性 □その他（             ） 

７．転帰及び予後 

・病院収容前の心拍再開 □あり □なし 初回心拍再開時刻     時   分

心原性：□確定 □除外診断による心原性 

 

 １ヶ月予後 （回答：□あり □なし）   

 １ヶ月生存 □ あり □ なし 

カテゴリー（ＣＰＣ）

□

□

○ 脳機能  

□ CPC1 機能良好   □ CPC2 中等度障害   □ CPC3 高度障害 

□ CPC4 昏睡   □ CPC5 死亡、もしくは脳死 

○ 全身機能カテゴリー（ＯＰＣ） 

□ OPC1 機能良好   □ OPC2 中等度障害   □ OPC3 高度障害 

□ OPC4 昏睡   □ OPC5 死亡、もしくは脳死 
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●データクリーニング基本方針 

 報告のあったデータを以下の方針に基づき、精査し、平成 17 年からの全てのウ

ツタインデータを改めて見直し、全てのウツタイン統計データの再集計を行った。 

 

ア)システムやコンバートによるエラーであることが明らかであるものについては、

正可能であれば修正、又は、各消防本部に確認し修正する。 

イ)各消防本部別・各項目別のエラー件数が、それぞれの消防本部における心肺機

停止症例数からみて２５％以上だった場合、当該消防本部に確認し修正する。 

 

ウ)最終的には都道府県にてデータを確認 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修

 

能
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二章  集計結果について 

 収集データ数について

第

 

1.  

  心肺機能停止傷病者全搬送人員のうち、心原性の心肺機能停止症例、さらに

そのうち、一般市民により目撃があった症例の３か年の推移は以下のとおりで

ある。 

 

 心肺機能停止傷病者全搬送人員の性別、年齢区分別にみると、性別では、男

性が約 6割を占めており、年齢区分別では、80 歳代が最も多くなっている。 

(別表 1及び 1-1 参照) 

  また、心原性かつ一般市民に目撃された症例によると、症例数では、80 歳代

が最も多く、生存率では、10 歳代が最も高くなっている。(別表 1-2 参照) 

 

 

 

割合 割合

２００５年 102,738 56,412 54.9% 17,882 17.4%

２００６年 105,942 57,182 54.0% 18,897 17.8%

２００７年 109,461 59,001 53.9% 19,707 18.0%

心肺機能停止傷病者全搬送人員数
うち、心肺機能停止

の時点が一般市民に
より目撃された症例

うち、心原性の心肺
機能停止症例

 

 

男 女 合計

2005年 61,375 41,363 102,738

2006年 62,908 43,034 105,942

2007年 64,086 45,375 109,461

2005年 2006年 2007年 合　　計

2,217 2,259 2,158 6,634

30～39 3,116 3,328 3,359 9,803

40～49 4,699 4,680 4,875 14,254

50～59 10,022 10,448 10,137 30,607

60～69 15,821 15,610 15,778 47,209

70～79 26,560 27,009 27,159 80,728

80～89 27,567 28,962 30,848 87,377

90～99 10,222 11,119 12,143 33,484

102,738 105,942 109,461 318,141

年
齢
区
分

合　　計

0～9 1,304 1,276 1,592 4,172

10～19 874 879 884 2,637

20～29

100～ 335 371 466 1,172

その他 1 1 62 64



３か年集計

心原性かつ一般市民により目撃あり症例数
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2. 心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例 

一般市民により目撃された心原性症例のうちの１か月後生存者数及び１か月

後社会復帰者数について３か年の推移は以下のとおり年々その割合が上昇して

いる。 (別紙2及び2-1参照)  

 
 

3. 2.のうち、一般市民による応急手当の実施の有無別 

一般市民による応急手当が行われた場合の 1 か月後生存率は 2005 年 8.6％、

2006 年 10.1％、2007 年 12.2％で、行われなかった場合と比べて、それぞれ約

1.4 倍（2.4 ポイント）、約 1.4 倍（2.9 ポイント）、約 1.5 倍（3.8 ポイント）

高くなっている。(別紙 3及び 3-1 参照) 

 

-

１か月後生存率
１か月後

社会復帰率
１か月後生存率

１か月後
社会復帰率

0～9 4,172 268 154 22 14.3% 13 8.4% 114 17 14.9% 5 4.4%

10～19 2,637 263 192 65 33.9% 42 21.9% 71 27 38.0% 19 26.8%

20～29 6,634 515 416 78 18.8% 54 13.0% 99 22 22.2% 13 13.1%

30～39 9,803 1,240 992 181 18.2% 123 12.4% 248 50 20.2% 35 14.1%

40～49 14,254 2,366 1,885 295 15.6% 208 11.0% 481 86 17.9% 52 10.8%

50～59 30,607 5,833 4,664 741 15.9% 479 10.3% 1,169 154 13.2% 85 7.3%

60～69 47,209 9,333 7,127 961 13. 536 7.5% 2,206 222 10.1% 106 4.8%

70～79 80,728 15,008 10,198 787 7.7% 351 3.4% 4,810 316 6.6% 143 3.0%

80～89 87,377 15,154 7,794 384 4.9% 119 1.5% 7,360 319 4.3% 114 1.5%

90～99 33,484 6,276 2,139 59 2.8% 22 1.0% 4,137 98 2.4% 32 0.8%

100～ 1,172 219 54 0 0.0% 0 0.0% 165 1 0.6% 0 0.0%

その他 64 11 7 1 - 1 - 4 0 - 0

318,141 56,486 35,622 3,574 10.0% 1,948 5.5% 20,864 1,312 6.3% 604 2.9%

うち、男性 うち、女性

１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

人数

総件数

年
齢
区
分

合　　計

人数
１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

5%

１か月後生存率 １か月後社会復帰率

２００５年 17,882 1,282 7.2% 587 3.3%

２００６年 18,897 1,591 8.4% 768

２００７年 19,707 2,013 10.2% 1,195 6.1%

心原性でかつ心肺機能停止の時点が
一般市民により目撃された症例 １か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

4.1%

１か月後
生存率

１か月後
社会復帰率

１か月後
生存率

１か月後
社会復帰率

２００５年 17,882 7,335 631 8.6% 334 4.6% 10,547 651 6.2% 253 2.4%

２００６年 18,897 8,108 819 10.1% 456 5.6% 10,789 772 7.2% 312 2.9%

２００７年 19,707 9,376 1,141 12.2% 738 7.9% 10,330 872 8.4% 457 4.4%

１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

心原性でかつ心肺停止の時点が一般市民により目撃された症例

１か月後社会復帰者数１か月後生存者数

うち、一般市民による応急処置あり うち、一般市民による応急処置なし
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4. 2.のうち、救急隊員による心肺蘇生の開始時点における時間区分別 

救急隊員による心肺蘇生の開始時点についてみると、心肺機能停止時点が目

撃されてから３分以内なら１か月後生存率は 2005 年 11.3％、2006 年 12.6％、

2007年 14.5％に対し、15分以上なら2005年 2.9％、2006年 3.1％、2007年 4.8％

となっており、早期の心肺蘇生の重要性が明らかとなっている。 (別紙 4及び

4-1、4-2 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１か月後生存率 １か月後社会復帰率

３分以内 1,226 138 11.3% 81 6.6%

～５分 1,084 117 10.8% 60 5.5%

５分～１０分 5,401 527 9.8% 247 4.6%

137 2.4%

１５分以上

救急隊

不明

２００５年データ １か月後社会復帰者数１か月後生存者数

救急隊員による心肺蘇生の開始時点における時間区分ごとの件数

３分

１０～１５分 5,701 348 6.1%

4,373 129 2.9% 44 1.0%

によるＣＰＲなし 46

51

救急隊員による心肺蘇生の開始時点における時間区分ごとの件数

１か月後生存率 １か月後社会復帰率

３分以内 1,377 174 12.6% 101 7.3%

３分～５分 1,278 149 11.7% 78 6.1%

５分～１０分 5,793 654 11.3% 322 5.6%

１０～１５分 5,903 414 7.0% 175 3.0%

１５分以上 4,417 139 3.1% 42 1.0%

救急隊によるＣＰＲなし 103

不明 26

２００６年データ １か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

１か月後生存率 １か

２００７年データ １か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

月後社会復帰率

３分以内

３分～

５分～１０分 5,909 769 13.0% 469 7.9%

１０～

１５分

救急隊 698

不明 90

救急隊員による心肺蘇生の開始時点における時間区分ごとの件数

1,341 194 14.5% 117 8.7%

５分 1,223 150 12.3% 90 7.4%

１５分 5,924 477 8.1% 254 4.3%

以上 4,522 216 4.8% 90 2.0%

によるＣＰＲなし
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5. 2.のうち、救急隊活動時における除細動実施の有無別 

救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率は 2005 年 17.6％、

2006 年 20.3％、2007 年 24.1％であり、行われなかった場合と比べて、それぞ

れ約 5.2 倍（14.2 ポイント）、約 5.3 倍（16.5 ポイント）、約 4.7 倍（19.0 ポ

イント）高くなっている。(別紙 5及び 5-1 参照) 

 

 

 2.のうち、一般市民による除細動の実施の有無別

１か月後
生存率

1か月後
社会復帰率

１か月後
生存率

1か月後
社会復帰率

２００５年 17,882 4,770 838 17.6% 436 9.1% 13,112 444 3.4% 151 1.2%

２００６年 18,897 5,309 1,076 20.3% 568 10.7% 13,588 515 3.8% 200 1.5%

２００７年 19,707 5,367 1,291 24.1% 845 15.7% 13,843 702 5.1% 341 2.5%

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例

１か月後社会復帰者数１か月後生存者数１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

うち、救急隊活動時における除細動実施数 うち、救急隊活動時における除細動未実施数

6.  

一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率は 2005 年 26.1％、

2006 年 33.3％、2007 年 42.5％で、行われなかった場合と比べて、それぞれ約

3.8 倍（19.0 ポイント）、約 4.1 倍（25.1 ポイント）、約 4.4 倍（32.8 ポイント）

高くなっている。(別紙 6及び 6-1 参照) 

 

 

7. 2.のうち、都道府県別（３か年集計値）

１か月後 １か月後 １か月後 １か月後

２００

２００ 1,543 8.2% 726 3.9%

２００７年 19,707 287 122 42.5% 102 35.5% 19,420 1,891 9.7% 1,093 5.6%

１か月後社会復帰者数１か月後生存者数

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例

１か月後生存者数 １か月後社会復帰者数

うち、一般市民による除細動が実施された件数 うち、一般市民による除細動が実施されなかった件数

生存率 社会復帰率 生存率 社会復帰率

５年 17,882 46 12 26.1% 11 23.9% 17,836 1,270 7.1% 576 3.2%

６年 18,897 144 48 33.3% 42 29.2% 18,753

 

ウツタイン様式の導入にあたっては、その効果のひとつとして各地域の救急

医療システムの比較が可能になるということがあるが、一般市民により目撃さ

れた心原性症例のうちの 1 か月後生存率及び社会復帰率について都道府県別に

集計すると、母集団が少ない都道府県があるため、データのブレが大きく適切

な比較ができないという問題があるところ。 
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そのため、今回、３か年分のデータを合わせて都道府県別に集計しましたが、

都道府県別で正確な比較をするには、まだまだ母集団が少ないこと、更にデー

タの精度を向上させる必要があること等から、救急統計活用検討会ウツタイン

統計作業部会において、都道府県別に単純比較を行うことについては適切でな

いと指摘されているところであり、データを活用する際には十分に注意を払う

必要がある。 

さらに都道府県別の母集団が少なくなるため、また、救急隊到着前に、一般

市民により除細動が行われ、傷病者の心拍が再開した症例については除かれる

ため、データの取り扱いには、一層注意を払う必要があるが、データの精度を

標準化する目的で、初期心電図波形が VF 又は無脈性 VT 症例のものについても

都道府県別に集計を行っている。 

8. 

(別紙 7及び 7-1 参照) 

 

全症例のうち、都道府県別の一般市民による除細動実施件数 

年々、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）が公共施設や事業所等さまざまな個所

に配備されてきていることから、一般市民による除細動の件数は、2005 年の 92

件、2006 年 264 件、2007 年 486 件と着実に増加している。(別紙 8参照) 

 

  

 

 

 

 

 



1

別紙１ 心肺機能停止傷病者全搬送人員のうち、性別件数



2

別紙１‐１ 心肺機能停止傷病者全搬送人員のうち、年齢区分別件数

３か年集計



3

別紙１‐２ 心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の性別及び
年齢区分別件数と1か月後生存率及び1か月後社会復帰率

男性 女性



別紙２

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

4

2005年



別紙２

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１ヶ月後生存率及び１か月後社会復帰率

5

2006年



別紙２

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

6

2007年



別紙２‐１

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

7

2005年



別紙２‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

8

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙２‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

9

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例の
１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙３

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

10

2005年



別紙３

11

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙３

12

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙３‐１

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

13

2005年



別紙３‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

14

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙３‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

15

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による応急手当が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙４

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

16

2005年



別紙４

17

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙４

18

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙４‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

19

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

2005年



別紙４‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

20

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙４‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

21

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊員による心肺蘇生の開始時点における１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙４‐２

一般市民により心肺機能停止の時点
が目撃された心原性の心肺機能停止
症例のうち、救急隊員による心肺蘇生
の開始時点における１か月後生存率及
び１か月後社会復帰率
（2005年～2007年の３か年分)

心肺機能停止が目撃された時点から救急隊による心肺蘇生が開始された時間
区分別(三か年集計)

上記のうち、初期心電図波形がVF及
びVTであった症例の救急隊員による

心肺蘇生の開始時点における１か月
後生存率及び１か月後社会復帰率
（2005年～2007年の３か年分)

22



別紙５

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

23

2005年



別紙５

24

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙５

25

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙５‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

26

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

2005年



別紙５‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

27

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙５‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

28

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
救急隊活動時における除細動実施症例の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙６

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率
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2005年



別紙６

30

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙６

31

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙６‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

32

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率

2005年



別紙６‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

33

2006年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



別紙６‐１ 初期心電図波形がVF又は無脈性VTであったもの

34

2007年

心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般市民により目撃された症例のうち
一般市民による除細動が行われた場合の１か月後生存率及び１か月後社会復帰率



心原性でかつ心肺機能停止の時点が一般
市民により目撃された症例の1か月後生存
率及び1か月後社会復帰率（３か年集計、
都道府県別）

別紙７

35



36

別紙７ 詳細



心原性でかつ心肺機能停止の時点が一
般市民により目撃された初期心電図波形
がVF又はVT（脈なし）症例の1か月後生存
率及び1か月後社会復帰率（３か年集計、
都道府県別）

37

別紙７‐１



38

別紙７‐１ 詳細



心肺機能停止傷病者全搬送人員のうち、一般
市民により除細動が実施された件数
（都道府県別）

別紙８

39
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